
職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成 19 年 12 月４日                                                

                                            岩手県人事委員会 

                                         委員長 及 川 卓 美  

岩手県人事委員会規則第 35号 

   職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則 

職員の育児休業等に関する規則（平成４年岩手県人事委員会規則第 15号）の一部を次のように改正する。 

 改正前 改正後 

１ （趣旨） 

第１条 この規則は、職員の育児休業等に関する条例（

平成４年岩手県条例第７号。以下「育児休業条例」と

いう。）第５条の３第１項及び第３項、第９条並びに

第 12 条の規定に基づき、職員の育児休業等に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（部分休業の承認） 

第８条 育児休業条例第９条の人事委員会規則で定める

職員及び人事委員会規則で定める時間は、職員の勤務

時間、休日及び休暇に関する規則（平成６年岩手県人

事委員会規則第 30 号）第 12 条第 13 号の特別休暇を請

求した職員及び当該特別休暇の時間とする。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、職員の育児休業等に関する条例（

平成４年岩手県条例第７号。以下「育児休業条例」と

いう。）第５条の３第１項、第６条、第９条第２項及

び第 12 条の規定に基づき、職員の育児休業等に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（部分休業の承認） 

第８条 育児休業条例第９条第２項の人事委員会規則で

定める職員及び人事委員会規則で定める時間は、職員

の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成６年岩

手県人事委員会規則第 30 号）第 12 条第 13 号の特別休

暇を請求した職員及び当該特別休暇の時間とする。 

２ 

 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、職員の育児休業等に関する条例（

平成４年岩手県条例第７号。以下「育児休業条例」と

いう。）第５条の３第１項、第６条、第９条第２項及

び第 12 条の規定に基づき、職員の育児休業等に関し必

要な事項を定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（育児休業の期間の延長の請求手続） 

第４条 前条の規定は、育児休業の期間の延長の請求に

ついて準用する。 

（子が死亡した場合等の届出） 

第５条 ［略］ 

（趣旨） 

第１条 この規則は、職員の育児休業等に関する条例（

平成４年岩手県条例第７号。以下「育児休業条例」と

いう。）第３条、第７条第１項、第８条、第 11 条から

第 13 条まで、第 20 条第２項及び第 23 条の規定に基づ

き、職員の育児休業等に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（再度の育児休業をすることができる場合の子の養育

の方法） 

第４条 育児休業条例第３条第４号の人事委員会規則で

定める方法は、育児休業法その他の法律による育児休

業並びに育児短時間勤務（育児休業法第 10 条第１項に

規定する育児短時間勤務をいう。以下同じ。）及びこ

れに類する所定労働時間を短縮することにより子の養

育を支援する方法とする。 

（育児休業の期間の延長の請求手続） 

第５条 第３条の規定は、育児休業の期間の延長の請求

について準用する。 

（育児休業に係る子が死亡した場合等の届出） 

第６条 ［略］ 



（職務復帰） 

第６条 ［略］ 

（育児休業に係る辞令書の交付） 

第７条 ［略］ 

（任期付採用に係る辞令書の交付） 

第７条の２ 任命権者は、次に掲げる場合には、辞令書

を交付しなければならない。ただし、第３号に掲げる

場合のうち、辞令書の交付によらないことを適当と認

める場合は、辞令書に代わる文書の交付その他適当な

方法をもって辞令書の交付に替えることができる。 

(１)～(３) ［略］ 

（勤務した期間に相当する期間） 

 

第７条の３ 育児休業条例第５条の３第１項の人事委員

会規則で定める期間は、休暇の期間その他勤務しない

ことにつき特に承認のあった期間のうち、次に掲げる

期間以外の期間とする。 

(１) ［略］ 

(２) 期末手当及び勤勉手当に関する規則（昭和39年

岩手県人事委員会規則第４号。以下「期末手当等規

則」という。）第２条第３号及び第４号に掲げる職

員として在職した期間 

(３)・(４) ［略］ 

（職務復帰後における給与の取扱い） 

 

第７条の４ 育児休業をした職員が職務に復帰したとき

は、育児休業条例第６条の規定に基づき引き続き勤務

したものとみなされる期間を考慮して、その職務に復

帰した日及びその日後における最初の昇給日（初任給、

昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和 45 年岩手県人

事委員会規則第 12 号）第 32 条に規定する昇給日をい

う。）又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じて

その者の号給を調整することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

（育児休業をしている職員の職務復帰） 

第７条 ［略］ 

（育児休業に係る辞令書の交付） 

第８条 ［略］ 

（育児休業に伴う任期付採用に係る辞令書の交付） 

第９条 任命権者は、次に掲げる場合には、辞令書を交

付しなければならない。ただし、第３号に掲げる場合

において、辞令書の交付によらないことを適当と認め

るときは、辞令書に代わる文書の交付その他適当な方

法をもって辞令書の交付に替えることができる。 

(１)～(３) ［略］ 

（育児休業をしている職員の期末手当等に係る勤務し

た期間に相当する期間） 

第 10 条 育児休業条例第７条第１項の人事委員会規則

で定める期間は、休暇の期間その他勤務しないことに

つき特に承認のあった期間のうち、次に掲げる期間以

外の期間とする。 

(１) ［略］ 

(２) 期末手当及び勤勉手当に関する規則（昭和39年

岩手県人事委員会規則第４号。以下「期末手当等規

則」という。）第２条第３号、第４号及び第10号に

掲げる職員として在職した期間 

(３)・(４) ［略］ 

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調

整） 

第 11 条 育児休業をした職員が職務に復帰したときは、

育児休業条例第８条の規定に基づき引き続き勤務した

ものとみなされる期間を考慮して、その職務に復帰し

た日及びその日後における最初の昇給日（初任給、昇

格、昇給等の基準に関する規則（昭和 45 年岩手県人事

委員会規則第 12 号）第 32 条に規定する昇給日をいう。

）又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその

者の号給を調整することができる。 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年

を経過しない場合に育児短時間勤務をすることができ

る場合の子の養育の方法） 

第 12 条 第４条の規定は、育児短時間勤務の終了の日の

翌日から起算して１年を経過しない場合に育児短時間

勤務をすることができる場合について準用する。 

（育児短時間勤務の形態） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 13条 育児休業条例第 12条第１号に規定する勤務は、

１日につき午前７時から午後 10 時までの間において

２時間以上勤務することとする。 

２ 育児休業条例第 12 条第２号の人事委員会規則で定

める日数は 12 日とし、人事委員会規則で定める時間は

16 時間とする。 

（育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求手続）

第 14 条 育児休業条例第 13 条の人事委員会規則で定め

る育児短時間勤務承認請求書は、別記様式によるもの

とする。 

２ 第３条第２項の規定は、育児短時間勤務の承認又は

期間の延長の請求について準用する。 

（育児短時間勤務に係る子が死亡した場合等の届出） 

第 15 条 第６条の規定は、育児短時間勤務について準用

する。この場合において、同条第１項第６号中「育児休

業に係る子を職員以外の当該子の親が常態として養育

できることとなった」とあるのは、「育児休業条例第

14 条第１号に掲げる事由が生じた」と読み替えるもの

とする。 

（育児短時間勤務等に係る辞令書の交付） 

第 16 条 任命権者は、次に掲げる場合には、職員に対し

て、辞令書を交付しなければならない。 

(１) 職員の育児短時間勤務を承認する場合 

(２) 職員の育児短時間勤務の期間の延長を承認する

場合 

(３) 育児短時間勤務の期間が満了し、若しくは育児短

時間勤務の承認が効力を失った場合又は育児短時間

勤務の承認を取り消す場合 

(４) 育児休業法第 17 条の規定による短時間勤務をさ

せる場合又は当該短時間勤務が終了した場合 

（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員の任用に係る

辞令書の交付） 

第 17 条 任命権者は、次に掲げる場合には、辞令書を交

付しなければならない。ただし、第３号に掲げる場合の

うち、辞令書の交付によらないことを適当と認める場合

は、辞令書に代わる文書の交付その他適当な方法をもっ

て辞令書の交付に替えることができる。 

(１) 短時間勤務職員（育児休業法第 18 条第１項の規

定に基づき採用された短時間勤務職員をいう。以下こ

の条において同じ。）を採用した場合 



 

 

 

（部分休業の承認） 

第８条 育児休業条例第９条第２項の人事委員会規則で

定める職員及び人事委員会規則で定める時間は、職員

の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成６年岩

手県人事委員会規則第 30 号）第 12 条第 13 号の特別休

暇を請求した職員及び当該特別休暇の時間とする。 

（部分休業の承認の請求手続） 

第９条 ［略］ 

（部分休業に係る子が死亡した場合等の届出） 

第 10 条 第５条の規定は、部分休業について準用する。

（補則） 

第 11 条 ［略］ 

(２) 短時間勤務職員の任期を更新した場合 

(３) 任期の満了により短時間勤務職員が当然に退職

した場合 

（部分休業の承認） 

第 18 条 育児休業条例第 20 条第２項の人事委員会規則

で定める職員及び人事委員会規則で定める時間は、職

員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成６年

岩手県人事委員会規則第 30 号）第 12 条第 13 号の特別

休暇を請求した職員及び当該特別休暇の時間とする。

（部分休業の承認の請求手続） 

第 19 条 ［略］ 

（部分休業に係る子が死亡した場合等の届出） 

第 20 条 第６条の規定は、部分休業について準用する。

（補則） 

第 21 条 ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 附則の次に次の１様式を加える。 

別記様式（第 14条関係） 

                    請求年月日    年  月  日

  任命権者 

          様 

                                 請求者 所属                

                                     職                

                                     氏名            ㊞  

育児短時間勤務承認請求書 

 下記のとおり育児短時間勤務の承認を請求します。 

請 求 に 係 る 子 請 求 者 以 外 の 子 の 親 

氏 名  氏 名  

続 柄  子との同・別居 □同 居  □別 居 

生 年 月 日 年  月  日生 就 業 の 有 無 □ 有   □ 無 

□育児短時間勤務   □育児短時間勤務の期間の延長（既に承認済の期間 

              年  月  日～  年  月  日） 

□再度の育児短時間勤務（既に承認済の期間 

              年  月  日～  年  月  日） 
請 求 の 内 容 

（再度の育児短時間勤務が必要な事情を記入すること。） 

 

請 求 期 間 年   月   日から   年   月   日まで 

週  時間勤務 勤 務 の 形 態 

（育児休業法第 10条第１項 
□第１号 □第２号 □第３号 

□第４号 □第５号 
の勤務の形態） 



 
勤 務 の 日 

及 び 時 間 帯 

月（  ：  ～  ：  ）  火（  ：  ～  ：  ） 

水（  ：  ～  ：  ）  木（  ：  ～  ：  ） 

金（  ：  ～  ：  ） 

備 考 
 

※所属長の意見 
 

職    氏名           ㊞ 

備考１ この請求書（育児短時間勤務の期間の延長に係るものを除く。）には、請求に係る子の氏名、請求者との続柄及び生

年月日を証明する書類（医師又は助産師が発行する出生（産）証明書、母子健康手帳の出生届出済証明書、官公署が発

行する出生届受理証明書等のいずれか）を添付すること（写しでも可）。 

  ２ 子の出生前に請求する場合には、「請求期間」欄は、出産予定日（女性職員にあっては、出産予定日の翌日から８週

間（当該職員が就業を申し出た場合において医師が支障がないと認めた業務に就く場合にあっては、６週間）を経過し

た日）以後の期間とし、「請求に係る子」欄の記載及び証明書類の添付は、出生後、速やかに行うこと。 

  ３ 「勤務の日及び時間帯」欄に掲げられていない日に勤務を希望する場合等当該欄により難い場合には、「備考」欄に

必要な事項を記入するか、「別紙」として必要な事項を記載した書面を添付すること。 

  ４ 「備考」欄には、(ア)請求に係る子以外に小学校就学前の子を養育する場合、その氏名、請求者との続柄及び生年月

日、(イ)請求に係る子が養子の場合においては、養子縁組の効力が生じた日、(ウ)請求に係る子以外の子について現に

育児短時間勤務の承認を受けている場合においては、その旨並びに当該承認に係る子の氏名及び当該承認の請求に係る

期間等について記載すること。 

  ５ 「※所属長の意見」欄には、育児短時間勤務を承認することについて、事務処理上支障があるかどうかを簡明に記載

すること。 

  ６ 該当する□にはレ印を付すること。 

（Ａ４） 

   附 則 

 この規則は、平成 20年１月１日から施行する。ただし、表１の項の改正部分は、公布の日から施行する。 
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